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資料１



（１）．労働政策研究・研修機構の概要

・ 労働政策研究・研修機構（以下「機構」）は、特殊法人等整理合理化計画（平成１３年
１２月１９日閣議決定）に基づき、日本労働研究機構の組織・業務を、政策研究機能
に特化する等大幅に見直し、旧機構を廃止した上で、厚生労働省の施設等機関で
あった労働研修所と統合し、

・ 新たに労働分野における政策研究及び厚生労働省の労働行政担当職員研修を実
施する独立行政法人として平成１５年１０月に発足。
※ 中期目標期間：第２期５年間（平成１９年４月～平成２４年３月）

・ 労働政策研究・研修機構（以下「機構」）は、特殊法人等整理合理化計画（平成１３年
１２月１９日閣議決定）に基づき、日本労働研究機構の組織・業務を、政策研究機能
に特化する等大幅に見直し、旧機構を廃止した上で、厚生労働省の施設等機関で
あった労働研修所と統合し、

・ 新たに労働分野における政策研究及び厚生労働省の労働行政担当職員研修を実
施する独立行政法人として平成１５年１０月に発足。
※ 中期目標期間：第２期５年間（平成１９年４月～平成２４年３月）

設立経緯設立経緯

・ 労働政策についての総合的な調査及び研究
・ 厚生労働省の労働行政職員に対する研修

・ 労働政策についての総合的な調査及び研究
・ 厚生労働省の労働行政職員に対する研修

主な業務及び目的主な業務及び目的

【運営費交付金】 ３，１３１百万円 【施設整備費補助金】 １９３百万円
【役 員】 ６名（理事長、理事３名、常勤監事１名、非常勤監事１名）
【常勤職員】 １２９名
【所在地】 法人本部・労働政策研究所（東京都練馬区上石神井）、労働大学校（埼玉県朝霞市）

【運営費交付金】 ３，１３１百万円 【施設整備費補助金】 １９３百万円
【役 員】 ６名（理事長、理事３名、常勤監事１名、非常勤監事１名）
【常勤職員】 １２９名
【所在地】 法人本部・労働政策研究所（東京都練馬区上石神井）、労働大学校（埼玉県朝霞市）

予算・組織（平成１９年度）予算・組織（平成１９年度）

労働政策の企画立案及びその効果的かつ効率的な推進に寄与

資料１－１
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（１）－２．労働政策研究機関の必要性

少子高齢化の進展と人口減少社会の到来、グローバル化、価値観の多様化等
→ 労働力人口の減少、雇用の不安定化と格差の固定化、仕事と生活のアンバランス等の多岐
にわたる問題
→ 誰もが安心、納得して働き、意欲・能力を十分に発揮できるようにするための労働政策の
役割は非常に重要。

少子高齢化の進展と人口減少社会の到来、グローバル化、価値観の多様化等
→ 労働力人口の減少、雇用の不安定化と格差の固定化、仕事と生活のアンバランス等の多岐
にわたる問題
→ 誰もが安心、納得して働き、意欲・能力を十分に発揮できるようにするための労働政策の
役割は非常に重要。

労働政策の重要性労働政策の重要性

・ 労働政策の企画立案・実施のため、以下のような労働政策研究が不可欠。
① 雇用、労働条件、人材育成、労使関係等広範な分野にわたる労働問題の体系的な研究
② 労働市場の構造変化を踏まえた中長期的な政策課題に関する継続的な研究
③ 経済社会の変化に機動的、柔軟に対応するための緊急性の高い研究
④ 労使から中立の立場で行う信頼性の高い実証的な研究

・ こうした労働政策研究のいずれをも常に確実に実施するためには、国の要請・指示の下に総
合的かつ専門的に労働政策研究を行う機関の存在が不可欠。

→ このような労働政策研究に関し、専門的な知見やノウハウを蓄積し、総合的・体系的かつ継続的に
行っている研究機関は、本機構の他に存在しない。

（参考）
・ 諸外国においても、国等が労働政策研究機関を設置。

例：ドイツ（IAB（国の機関））、フランス（CEREQ（独立公共機関））、イギリス（EMAR（国の機関））、ＥＵ

（ＥＵ委員会付属の機関）、韓国（ＫＬＩ（政府設立法人））
・ 我が国の中央省庁においても、基本的に各行政分野に係る直轄の政策研究機関を設置。

・ 労働政策の企画立案・実施のため、以下のような労働政策研究が不可欠。
① 雇用、労働条件、人材育成、労使関係等広範な分野にわたる労働問題の体系的な研究
② 労働市場の構造変化を踏まえた中長期的な政策課題に関する継続的な研究
③ 経済社会の変化に機動的、柔軟に対応するための緊急性の高い研究
④ 労使から中立の立場で行う信頼性の高い実証的な研究

・ こうした労働政策研究のいずれをも常に確実に実施するためには、国の要請・指示の下に総
合的かつ専門的に労働政策研究を行う機関の存在が不可欠。

→ このような労働政策研究に関し、専門的な知見やノウハウを蓄積し、総合的・体系的かつ継続的に
行っている研究機関は、本機構の他に存在しない。

（参考）
・ 諸外国においても、国等が労働政策研究機関を設置。

例：ドイツ（IAB（国の機関））、フランス（CEREQ（独立公共機関））、イギリス（EMAR（国の機関））、ＥＵ

（ＥＵ委員会付属の機関）、韓国（ＫＬＩ（政府設立法人））
・ 我が国の中央省庁においても、基本的に各行政分野に係る直轄の政策研究機関を設置。

労働政策研究機関の必要性労働政策研究機関の必要性
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具具体体的的なな政政策策研研究究とと政政策策へへのの反反映映（（ﾌﾌﾘﾘｰーﾀﾀｰー･･ﾆﾆｰーﾄﾄのの就就業業支支援援にに係係るる研研究究（（22000033～～22000077）））） 

 
          【【【労労労働働働政政政策策策研研研究究究・・・研研研修修修機機機構構構】】】   
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フフリリーータターー、、ニニーートトのの就就業業支支援援等等ににつついいてて、、社社

会会学学・・心心理理学学等等のの研研究究手手法法をを採採りり入入れれ、、行行政政とともも

密密接接にに意意見見交交換換等等連連携携ししななががらら研研究究をを実実施施（（22000033

～～22000077））  
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個個人人のの内内面面・・企企業業のの内内部部にに踏踏みみ込込んんだだ
ににイインンタタビビュューーややフフィィーールルドドワワーークク的的なな
調調査査にによよるる実実態態のの正正確確なな解解明明  

労働分野に特化した継続的・体

系的な研究実施により、政策課題

の解明や政策に直結する政策提言

を行うノウハウを蓄積 

○○過過去去のの研研究究成成果果のの蓄蓄積積  
・・「「新新規規高高卒卒労労働働市市場場とと職職業業へへのの移移行行のの支支援援」」（（11999988..99））  
・・「「フフリリーータターーのの意意識識とと実実態態」」（（22000000..77））  
・・「「学学校校かからら職職場場へへ－－高高卒卒就就職職のの現現状状とと課課題題」」（（22000033..33））  等等  

個人の内面・企業の現場に踏み込んだイ
ンタビューやフィールドワーク的な調査
による実態の正確な解明 
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政策研究テーマ及び研究成果の活用

インターネットで広く提供され、ハローワークにおいて
効率的なマッチングを行う上で活用しているほか、大
学、高校の進路指導等においても活用。

（平成１８年９月公開、月平均１５８万件以上のアクセス）

【総合的な職業情報データベースの開発に係る研究】

＜総合的職業データベース「キャリアマトリックス」＞

約５００の職業に対する詳細な職業情報（職務内容、
必要なスキル、労働条件等）を紹介する情報サイト。職
務内容等から職業を検索するのみならず、自らの興味、
スキル等やこれまでの経歴等から適職を探索すること
も可能。

第８次職業能力開発基本計画の立案、職業能力開発
促進法の改正に活用。

＜質の高い民間教育訓練機関の育成等のインフラの
充実、キャリア・コンサルティング環境の整備、個人の
職業キャリアの段階に応じた支援施策の拡充等を中
長期的な政策方針として明示＞

【職業能力開発に関する労働市場の基盤整備の在り
方に関する研究】

民間の教育訓練提供者（人材ビジネス、事業主団体
等）の機能・実態を初めて解明、また、個人の職業キャ
リアを長期追跡・分析。教育訓練サービス市場の機能
強化、個人の能力開発プラン作りへの支援等を提言。

平成１９年度に国会に提出した労働契約法案の立案
に活用。

＜労働契約の締結・更新等のルールの内容に具体化
＞

【労働基準・労働契約法制研究】

我が国企業における労働条件の変更、出向転籍等
の労働契約の実態、諸外国の労働契約法制・労働時
間法制等を調査・分析。

平成１９年度の地域雇用開発促進法改正法の立案に
活用。

＜地域雇用創造推進事業の創設等（意欲の高い地域
の自主的な雇用創造を支援）＞

【失業の地域構造分析に関する研究】

地域の雇用創出の態様を類型化（企業誘致型、コ
ミュニティビジネス型等）した上で、地域の産官学一体
となった質の高い地域人材の育成や産業・雇用創出

に係る地域の企画立案強化等に向けた支援策が有効
であることを提言。

研究成果の活用状況調査研究テーマ及び主な内容
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（２）．労働政策研究・研修機構の整理合理化案のポイント①

「独立行政法人整理合理化計画の策定に係る基本方針」を踏まえながら、平成１９年
度から平成２３年度までの間に以下の整理合理化を実施。

「独立行政法人整理合理化計画の策定に係る基本方針」を踏まえながら、平成１９年
度から平成２３年度までの間に以下の整理合理化を実施。

１．事務・事業の見直し１．事務・事業の見直し

（１） 労働政策研究事業
① プロジェクト研究（厚生労働省が要請・指示する中長期的な労働政策の課題
についての中期目標期間を通じた研究）の重点化、機構が自主的にテーマを設
定して行う研究の廃止等

② 研究者等の海外からの招へい・海外派遣を第１期中期目標期間から半減
③ 成果普及・政策提言事業及び情報収集事業の重点化

（２） 労働行政担当職員研修事業
研究成果の研修への反映、研修を通じて把握した現場の問題意識の研究へ

の反映による双方の活性化

資料１－２
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（２）．労働政策研究・研修機構の整理合理化案のポイント②

３．運営の徹底した効率化、自主性・自律性の確保３．運営の徹底した効率化、自主性・自律性の確保

（１） 省エネルギー、情報通信技術の活用、一般競争入札の積極的な実施、定型
業務の外部委託の推進等により、以下の削減を実施。

① 一般管理費１５％以上削減

② 業務費２０％以上削減

③ 人件費１４％以上削減
（２） コンプライアンスに関する研修の充実等により、コンプライアンス経営の強化

に努める。

（３） 管理会計の活用について検討し、併せて財務会計の一層の充実を図る。

２．組織の見直し２．組織の見直し

（１） 広報部の廃止、情報解析部と調査部の統合、国際研究部の規模縮小、研
究部門の９部門から６部門への再編などの大幅な組織見直しを行う。

（２） 研究員及び研究に関する部門の事務職員を２割程度（計１９名）削減する。
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（３）．整理合理化案見直しの論点に対する厚生労働省の考え方① 資料１－３

論点１論点１

（１） 機構が実施する研究については、独法として担うべき労働政策の企画立案
及び推進に資する政策研究として、中長期にわたって体系的かつ継続的に行う
研究及び緊要の政策課題に対応するため機動的に行う研究への重点化を進め
る。
具体的には、厚生労働省が要請・指示する中長期的な労働政策の課題を中

期目標期間を通じて研究する「プロジェクト研究」を統合再編する等の見直しに
より真に必要な研究への重点化を進める。

（２） 機構と同様の役割を果たしている政策研究機関は存在せず、かつ、その行う
研究についても論点にあるような重複が生じることのないように、労使や民間シ
ンクタンク出身者を含む有識者で構成する外部評価会議等の評価を踏まえて
いるところであるが、研究テーマについては厳選し、機構しか行えない政策研
究への特化を進める。

「民間企業、大学、地方公共団体、他省庁等の政策研究機関と重複する
研究開発の廃止」について
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（３）．整理合理化案見直しの論点に対する厚生労働省の考え方②

論点２論点２

（１） 労働大学校の施設の管理・運営業務

設備・電気、警備、清掃等の施設の管理運営に関する事務・事業については、

既に一般競争入札により民間事業者に委託を行っている。

これら個別に委託している業務（設備・電気、警備、清掃等）全体を市場化テスト

により包括的に委託することについては、

① 包括的に委託した場合におけるコストが、現在個別に委託しているコストの

合計を上回らないこと、

② 各業務について現在提供されているサービスの質が維持されること、

を条件とすることを前提に、市場化テストの検討対象たり得る。

「研究業務以外の業務（労働大学校関連業務を含む）について民間委託、
市場化テストの実施」について
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（３）．整理合理化案見直しの論点に対する厚生労働省の考え方②

論点２論点２

「研究業務以外の業務（労働大学校関連業務を含む）について民間委託、
市場化テストの実施」について

（２） 労働行政担当職員研修

① 司法警察権も有する労働基準監督官などの地方組織も含む厚生労働省の労働行政担

当職員に対し、法令等に基づいた施策を適正かつ的確に遂行するために必要となる専門

的知識、技術、企業や事業主に対する指導等のノウハウ等を全国斉一的に教授する必要

があることから、行政自ら又は行政の要請に的確に応えうる主体が実施することが不可欠

である。

② また、労働大学校で実施している労働行政担当職員研修では、労働行政職員が行政経

歴の節目の時期に、又は、特定の職務・役職に就任した段階で要求される職務能力を付

与するための研修を行っている。したがって、研修の企画・運営に当たっては、公務員の各

職階や専門職に必要とされる知識、技術、職務能力について熟知した行政経験豊富な者が

行う必要がある。

③ ただし、研修コースによっては、コースを構成する科目（講座）のうち、外部資源を活用する

必要がある科目については、有識者、民間の専門家等の講師による講義等を実施している

ところである。

（参考）諸外国及び我が国の中央省庁においても、国等が専門の機関を設置し、行政職員研修を実施。

9



（３）．整理合理化案見直しの論点に対する厚生労働省の考え方③

論点３論点３

研究者等の招へい・海外派遣事業については、平成１９年度から２３年度までの
間に、それまでの規模から半減させることとしていたところであるが、その内容、
頻度、必要性等を厳正に精査することにより、招へい・派遣数をさらに縮減する。

「研究者等の海外からの招へい・海外派遣業務の規模の縮小」について
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